

肥料価格高騰緊急対策事業実施要領

（趣旨）
[bookmark: _GoBack]第１条　肥料価格高騰緊急対策事業の実施については、肥料価格高騰緊急対策事業費補助金交付要綱（令和５年10月25日付け食政第863号農政部食の安全推進監通知。以下「交付要綱」という。）の定めによるほか、この要領の定めるところによる。

（定義）
第２条　交付要綱第４条第１項第１号の知事が別に定める要件を満たす団体等（以下「支援金申請者」という。）とは、以下の要件を満たす農業協同組合又は肥料販売業者とする。
（１）肥料の品質の確保等に関する法律（昭和25年法律第127号）第23条の規定に基づく販売業務についての届出を行っている者であること。
（２）代表者が定められていること。
（３）組織規程及び経理規程等の組織運営に関する規程、内部監査の方法等を明確にした規程並びに個人情報の保護に関する規程が定められていること。
（４）交付要綱、要領及び交付要綱第３条の事業実施主体（以下「道協議会」という。）が定める業務方法書を遵守し、事業の適正な執行に関し、責任を持つことができること。
２　「給付農業者」とは、以下の要件を満たす者をいう。
（１）道内で農業を営む個人、法人、農業者が出資主体のコントラクター組織及び作業受託会社等のいずれかに該当すること。
（２）対象期間中に発注した合計１トン以上の化学肥料について、令和６年５月末までに納品を受けることが確実であること。
（３）化学肥料の低減に向けて取り組む者であること。
３　「化学肥料」とは、肥料の品質の確保等に関する法律に基づき普通肥料の公定規格を定める等の件（昭和61年農林水産省告示第284号）に規定する窒素質肥料、りん酸質肥料、加里質肥料、副産肥料等、複合肥料及びこれらの肥料を原料として配合される肥料をいう。
４　「対象期間中」とは、令和５年６月から令和５年12月末をいう。

（支援金等の交付額）
第３条　化学肥料購入支援金（以下「支援金」という。）の交付額は、対象期間中に発注され、令和６年５月末までに納品を受ける化学肥料１トン当たり3,125円を上限とする。なお、合計数量のトン未満の端数は切り捨てとする。
[bookmark: _Hlk142348439]２　支援金の適切かつ円滑な交付に資するため、支援金申請者に対し、その他知事が必要と認める経費として化学肥料購入支援推進費（以下「推進費」という。）を給付農業者１件当たり1,000円を上限として交付する。
３　申請額が予算額を超える場合には、支援金及び推進費（以下「支援金等」という。）の単価を減額し、給付する。

（給付農業者の取りまとめ）
第４条　支援金申請者は、自らが取り扱う化学肥料について、給付農業者を取りまとめるものとする。
２　支援金申請者は、前項の給付農業者が所有する取りまとめが行われない化学肥料についても、取りまとめを行うよう努めるものとする。
３　前１項に該当する支援金申請者が存在しない場合については、給付農業者の任意による支援金申請者が取りまとめを行うことができる。
４　前２項及び３項の規定により取りまとめを行う支援金申請者は、給付農業者毎に１団体
でなくてはならない。

（支援金等の交付申請）
第５条　支援金申請者は、支援金等の交付を申請しようとするときは、道協議会に対し、次に掲げる書類（以下「申請書」という。）を提出するものとする。
（１）別記第１－１号様式　支援金等交付申請書
（２）別記第１－２号様式　給付農業者名簿
[bookmark: _Hlk142813395]（３）別記第１－３号様式　給付農業者別購入化学肥料一覧表
[bookmark: _Hlk142813445]（４）別記第１－４号様式　肥料価格高騰緊急対策事業に係る振込口座について
２　前項の申請期間は、道協議会が別に定める日から令和５年１２月３１日までとする。
３　前１項の申請書の提出にあたり、支援金申請者は、別記第２号様式により、給付農業者に要件を確認し、支援金の申請内容について同意を得るものとする。
４　前１項の申請書の提出方法は、道協議会が別に定める方法とする。

（支援金等の交付決定）
第６条　道協議会は、前条第１項の規定による支援金等の交付の申請があったときは、その内容について審査を行い、支援金申請者に支援金等を交付することが適当と認められるときは、速やかに支援金等の交付決定を行い、別記第３号様式により支援金申請者に通知するものとする。
２　道協議会は、前条第１項の規定による支援金等の交付の申請について、支援金等の交付をしないことを決定したときも、その旨を別記第４号様式により支援金申請者に通知するものとする。

（支援金等の支払）
第７条　道協議会は、前条第１項の規定による通知をしたときは、第５条第１項により提出された口座に支援金等を振り込むことで支払いを行うものとする。
２　支援金申請者は、前項の支援金等の支払いがあったときは、速やかに給付農業者に支援金を給付しなければならない。

[bookmark: _Hlk142349376]（支援金の給付状況の確認）
第８条　道協議会は、給付農業者への支援金の給付状況を確認するため、支援金申請者に対し、支援金の給付に関する証拠書類の提出を求め、現地調査を行うことができる。

（支援金の給付遂行等の命令）
第９条　道協議会は、前条の確認により、給付農業者への支援金の給付が適切かつ円滑に行われていないと認めるときは、支援金申請者に対し、別記第５号様式により当該支援金の給付について遂行すべきことを命ずることができる。

（支援金の給付完了報告）
第10条　支援金申請者は、給付農業者への支援金の給付が完了したときは、別記第６号様式により道協議会に報告するものとする。
２　前項の支援金の給付は、道の会計年度内に完了しなければならない。

[bookmark: _Hlk142349636]（支援金の返還）
第11条　支援金申請者は、第５条第１項に基づき提出した申請書の化学肥料の合計数量と、令和６年５月末までに納品を受ける化学肥料の合計数量の相違等により、道協議会から支払われた支援金に余剰が生じた場合は、道協議会に申し出なければならない。
２　道協議会は、前項の規定による支援金申請者からの申し出があった場合又は支援金の交付を受けた支援金申請者若しくは支援金の給付を受けた給付農業者が、支援金の交付要件を満たさないことが判明した場合には、以下に掲げる基準により、当該支援金の返還を求めるものとする。 
（１）交付要件を満たさないことが確認された場合には、交付された支援金のうち、要件を満たさないことが確認された経費の返還を求めるものとする。
（２）虚偽申告等の不正や悪質な事案があった場合には、支援金の全部又は一部の返還を求めるものとする。
（３）支援金申請者又は給付農業者が次のいずれかに該当する場合には、支援金の全部又は一部の返還を求めるものとする。
ア　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号において同じ。）であると認められるとき。
イ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
ウ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。
オ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとみとめられるとき。
（４）支援金申請者が第９条の命令に従わない場合には、同条により給付について遂行すべきことを命じた当該支援金の全部又は一部の返還を求めるものとする。
（５）（１）、（２）及び（４）の返還については、自然災害等の支援金申請者又は給付農業者の責めに帰さない事情によることが確認できる場合には、その対象としないことができるものとする。
３　前項の支援金の返還手続きは、以下に掲げるとおりとする。
（１）道協議会は、支援金申請者が支援金を返還する必要が生じた場合には、知事に速やかに報告するとともに、知事の指示の下、当該支援金申請者に支援金の返還を求めるものとする。
（２）（１）により支援金の返還があった場合は、道協議会は当該返還額を道に返還するものとする。
（３）道協議会は、（１）により返還を求める場合には、その請求に係る支援金の受領の日から納付の日までの期間に応じて、法定利率で計算した加算金を請求することができる。
（４）（１）及び（３）により返還を求められた金額を支払わない支援金申請者があるときは、道協議会は、期限を指定してこれを督促するものとする。
（５）道協議会は、支援金申請者が（４）の返還の期限を経過してもなお返還しない場合には、当該支援金申請者への支援金の全部又は一部の交付を取り消すことができる。
（６）知事は、必要に応じて支援金申請者又は給付農業者に対し直接支援金等の返還を求めることができる。

[bookmark: _Hlk142357630]（推進費の返還）
第12条　道協議会は、前条第２項の返還を求める場合については、推進費の全部又は一部の返還を求めることができる。
２　前項の推進費の返還手続きは、前条第３項に準じるものとする。

（相殺の禁止）
第13条　支援金申請者は、給付農業者に対して有する金銭債権と支援金を相殺してはならない。

（証拠書類の保管）
第14条　道協議会は、以下に掲げる書類を作成又は収集し、本事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管するとともに、知事から求めがあった場合には、その書類又はその書類の写しを提出しなければならない。
（１）支援金申請者から提出された書類
（２）支援金申請者への指導監督に係る書類
（３）支援金申請者への支援金等の交付を証明する書類（振込明細書等）
[bookmark: _Hlk142360124]２　支援金申請者は、以下に掲げる書類を作成又は収集し、支援金等の交付を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管するとともに、道協議会又は知事から求めがあった場合には、その書類又はその書類の写しを提出しなければならない。
（１）支援金等の収入及び支援金の給付を明らかにした帳簿及び証拠書類（振込明細書等）
（２）支援金等の交付額算定の根拠となる書類（発注書、契約書、納品書等）

（電磁的記録の活用）
第15条　前条の規定に基づき作成、収集及び保管する書類は、電磁的記録により作成、収集及び保管することができる。

（その他）
第16条　この要領に定めるもののほか、支援金等の交付に関し必要な事項については、知事が別に定めるものとする。


附則
この要領は、令和５年10月25日から施行する。
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